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Abstract
This paper is a study on marketing technic of nonprofit organization. In resent years,

marketing management concept is being empasize on NPO as well as commercial profit

organization. Especially, this paper is a study on marketing strategy about administrative

ability of university.

要　約

本論は非営利組織（NPO）のマーケティングについてのあり方について論究したもので

ある。近年、マーケティング・マネジメントの概念は、営利組織だけではなく非営利組織

においても重要視されてきている。特に本稿では、大学における経営基盤強化の方法を、

マーケティング戦略的視点で考察してみたものである。
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はじめに

私立大学に再編・淘汰の波が押し寄せてい

る。週刊エコノミスト（2007年 1月 16日号：

日本私立学校振興・共済事業団［私学事業団］）

によれば、2006年度における私大 550校の 4

割にあたる 222校が定員割れに陥っており、

前年対比で62校も増加しているという。

こうした実情のなか、私学事業団によれば

2005年度の決算で、収支状況を示す「帰属収

支差額比率（１）」がマイナスに転じている赤

字法人が518法人中145法人と、全体の28％

にものぼっており、破綻予備軍は、27法人に

も及んでいる。

少子化が進み大学の入学定員を志願者数が

下回れば、いわゆる「大学全入時代」となる

ことは必至である。大学を取り巻く経営環境

は、魅力や特色ある学部・学科・カリキュラ

ム、学生数の確保、経営財政基盤の強化など

ますます厳しくなることが予想される。

少子化による学生数の絶対的減少により私

立大学に再編・淘汰の風が吹き始め、質の高

い学生の確保も困難となってきている。

既に慶應義塾大学と共立薬科大学（2008年

4月）、関西学院大学と聖和大学の合併などに

見られるように、私立大学は生き残りをかけ

て過当競争に入ってきたといえる。

本論では、大学の合併や淘汰が叫ばれてい

る今日、非営利組織体（NPO: Nonprofit Organi-

zation）である大学（以下4年制の私立大学を指

す）は、今後いかなるマーケティング・マネ

ジメント（marketing management）を展開して

いったらよいかを、マーケティング戦略的に

論究してみる。

大学におけるマーケティン
グ・マネジメントの必要性

筆者は、『非営利組織のマーケティング／

NPOの使命・戦略・貢献・成果』白桃書房

（2003年）を刊行した。今や大学におけるマ

ーケティング・マネジメントは、病院（医療

法人）や社会福祉法人などのNPOと同様に必

須の条件である。

マーケティングの概念は、決して営利組織

体だけのものではない。非営利組織体であり

「教育サービス業（２）」をモットーにする大学

を初めとする学校法人においても、その重要

性がますます高まってきている。

逆に、非営利組織体であるが故にマーケテ

ィングが必要であるともいえる。いかなる事

業体といえども事業組織あるところに必ずマ

ネジメントがあり、マーケティングも同様に

存在する。

ただし、営利組織体である企業経営におけ

るマーケティングと大学などNPOのマーケ

ティングが根本的の異なるのは、その目的が

異なるということである。

企業経営におけるマーケティングの目的

は、利益・利潤を上げることが目的であるの

に対して、NPOである大学のそれは「使命

（UM＝University Mission）の必達（３）」である。

大学の使命は、各大学の崇高な教育理念・

目標に基づき教育サービス業を行って、社会

の役に立つ優秀な人材、つまり先導者を輩出

することにある。

もちろん、教育経営理念・目標を達成し組

織を有機的に動かすためには、学校経営者の

リーダーシップはもとより、学長を初めとす

る教育に携わる関係者とステークホルダーと

の円滑なコミュニケーションや財政基盤がし

っかりしていなければならない。
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大学におけるマーケティング・マネジメン

トは、資本が推進力となる企業の場合と異な

り、教育理念が絡んでいるだけに大学同士の

M & A（合併・買収（４））は複雑である。

慶應と共立薬大の場合には、同学の教育理

念はともかく慶應は総合大学であり医学部や

看護学部は存在するが薬学部がないという弱

みがあった。

単独での薬学部創設はそうたやすいことで

はなく、慶應としても医学部、看護医療学部

と連携させるため、薬学部を持ちたいという

意思があったのである。

高齢化社会の到来により、薬学に関する国

際貢献や政策立案などリーダーシップのとれ

る人材を育成する社会的要請があったといえ

るだろう。

薬学部の設立によって、医師、看護師とチ

ームになって医療をサポートしていくリーダ

ー薬剤師の要請や医学、理工、文系学部との

タイアップ、倫理、環境、食品、感染、廃棄

物といった分野での社会貢献、国際貢献を果

たす人材の育成が急務であるとの判断があっ

と推察される。

共立薬大としても薬学部が 6年制となり、

総合大学である慶應と学部を超えた総合教育

を進めたいという意思があったようである。

両学はお互いを必要とする条件が偶然にも

整っており、距離も近く、共立薬大の創立者

も慶應出身者という関係にあったといえる。

独立行政法人化を機会に、経営基盤や財政

基盤の強化を図っている国公立大学の再編と

も事情は異るといえよう。

私立大学の場合、財政基盤の強化は1つの

条件であるが、単純な規模の拡大がそのまま、

大学の経営基盤強化につながるとは思われな

い。

私立大学のブランド力（UI＝University Iden-

tity（５））や校風・カラー、魅力や特色がある

多彩なカリキュラム、創立理念、教育理念、

伝統の強化、継承を図っていくという性格が

強いのである。むしろ、後者に力点を置きつ

つ私立大学独特の伝統や持ち味を活かしなが

ら、経営基盤の強化や財政基盤の強化をすす

めていくべきであろう。
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図表１　大学マネジメントとステークホルダー 
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定員割れ、赤字法人の続出など、財政基盤

が揺らいできている今日、私大は①明確な教

育理念（スクールカラー＝UI）、②魅力ある学

部・学科・カリキュラムによる学生数の確保

（入口）③質の高い教育（教育実績と教育評価）、

④卒業後の進路指導（就職率＝出口）などを

最優先させ、これらに対応した経営財務基盤

の強化が求められている。

したがって、私大の場合にはやみくもにM

& Aがよいという論理では機能しない。大学

のカラー、伝統、文化、ブランド力、特色を

どう打ち出すかにすべてがかかっている。こ

うした意味において、大学のマーケティン

グ・マネジメントは大きな意味合いを持って

いるといえよう。

教育経営理念（UI）の確立と
必達目標

私立大学は、創立の理念および教育理念を

掲げて、それぞれの大学が伝統のある教育を

行っているところが多い。これが私学の持ち

味であるともいえる。

よい意味での学風が内外に浸透し、これが

大学のブランド力（６）を引き上げる機能を果

している。前述したように、大学は、教育サ

ービス業を業、つまり専門の仕事にしている

機関である。

したがって、学校関係者はもとより教員は

教育サービス業というプロフェッショナルと

しての職業意識や認識をもつ必要がある。建

学の精神に基づいた高いプロ意識である。

大学は教育サービスという名のサービス・

マーケティング（service marketing（７））を行っ

ているという共通認識を持たなければならな

い。つまり、価値観の共有化である。

こうした認識の上に立って、崇高な教育経

営理念（UI＝University Identity）を掲げ、この

教育理念をどのようにして具現化し必達する

か、必達目標（goal）を描く必要がある。必

達するための方法論が、UM（University Mis-

sion＝大学の使命）である。

つまり、UIを具現化するための手続きが

UMであるといえる。具現化に当たっては、

燃えるような意思や創意、熱意、闘志を必要

とする。

単なる言葉の羅列で終わるのではなく、VI

（Visual Identity＝UIの視覚的統合戦略）やVP

（Visual Presentation＝UIの視覚的演出提供）、VC

（Visual Communication＝UIのインタラクティ

ブ・コミュニケーション）の技術がいる。これ

は大学広報部の仕事でもある。

非営利組織体（NPO）である大学の目的は、

理想とする教育理念をいかに内外に浸透させ

目に見える具体的なカタチにして先導し、共

感する学生や父兄を囲い込むことである。

そして社会の役に立つ優秀な人材を輩出す

ることである。その意味において、大学が人

材育成という社会的使命を果たすための組織

体にならなければならない。責任ある大学の

使命、事業組織であることを認識するという

ことが大切である。

こうした燃えるような意思や熱意、闘志が

大学のミッション、使命である。建学の精神

に則った理想的な教育を施すために、教育サ

ービス業という「プロ意識」がいるのであ

る。

建学の精神に則った教育を受け、さらに理

想と誇りを持てるような教育環境が整うなら

ば、大学の明日は見えてくるだろう。大学の生

き方、つまり「大学をマーケティングする（８）」

のである。

「誇り教育（９）」をどう具現化させ、学生や

父兄や地域社会に夢と希望を与えられるか。

そのためには、大学が描き育成する具体的な

人間像や理想的な大学像、つまり大学のモデ
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ル「大学の未来像」、グランドデザインを描

かなければならない。

しっかりとした骨太の建学の精神と教育理

念に後押しされた、大学像そのものがUIで

あり、このUIをUM→VI→VP→VC（10）とい

う具合にシフトダウンさせて、ミッションの

必達を図るのである。

ミッションの必達は、理想とする教育理念

を具現化するという手続きである。こうした

教育理念を充足させることで、大学のミッシ

ョン・マーケティング（Mission Marketing（11））

が可能になる。

大学の燃えるような社会的使命感は必ずや

共感・共鳴心を醸成させる。こうしたミッシ

ョン必達の背景があって初めて、経営基盤や

財政基盤の裏付けができるのである。

したがって、よほどの大学固有の伝統や文

化、強み、弱みを補完することができない限

り安易に合併などを考えるべきではない。大

学におけるM & Aにおいても、双方の相乗効

果が上がることが前提条件になる。

特色を活かした魅力ある大学
院・学部・学科とカリキュラム

大学のマーケティング戦略を推進していく

ためには、他大学とは差別化された特色や魅

力のある大学院や学部、学科とカリキュラム

などの相乗効果を上げることができるような

システム構築を図ることである。相乗効果と

はこうした魅力あるカテゴリー同士の「掛け

算の発想」をいう。

特色ある大学像を描くためには、建学の精

神や教育理念を基礎にした、総合力の強みを

いかに発揮することができるかどうかにかか

っている。

こうした判断をするためには、マーケティ

ング手法の 1つである大学の SWOT分析（12）

やアンゾフの戦略的マトリックス、ボストン

コンサルティンググループ発案の PPM分析

の応用を試みることである。

大学の強み（S＝ Strengths）、弱み（W＝

Weaknesses）、機会（O＝Opportunities）、脅威

（T＝Threats）をリストアップし、十字チャー

トやレーダーチャート（蜘蛛の巣グラフ）な

どに描いてみる。

そして「危機意識（13）」を常に持って対処

することが大切である。パソコン画面上にバ

ーチャル・リアリティー（virtual reality）によ

って、大学のあり方を絶えずシミュレーショ

ンしてみるのも一方法である。

強みをさらに伸ばすためにはどうするか、

弱みを強みに変えるための創意工夫や機会の

模索、脅威に感じている競合する大学対策な

ど、試行錯誤で十分に煮詰めて打開策を見つ

けるのである。

大学院については、「時代のニーズを先取

り」できるようなコース、例えば IT（infor-

mation technology）やエレクトロニクス・デバ

イス・素材、航空・宇宙、遺伝子・生命科学、

医療・バイオテクノロジー、ナノテク、ナノ

バイオ、人間総合科学、人間心理、環境・エ

ネルギー、インキュベーター、大学発ベンチ

ャーなどを対象にした専門コースを設ける必

要がある。

学部や学科についても高齢化社会を意識し

た人間科学、脳科学、福祉経営・マネジメン

ト、介護・看護・医療・健康福祉、メンタル

ヘルス＆サイコセラピストコースなどが考え

られるだろう。

加えて、社会教育、公開講座、寄付講座を

開催する一方で、生き甲斐・生涯学習コース、

スポーツマネジメント、ライフデザイン・ラ

イフマネジメントなど、広く社会人を取り込

んだ社会教育的な学部や学科の創設・増設が

望まれる。
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通学課程だけではなく、社会人を対象にし

た大学院、学部・学科の夜間部、通信教育課

程やｅラーニングなどインターネットを使っ

た「メディア・ラーニング」も重要性が高ま

ってきている。時代に波に乗らなければなら

ない。

また、逆に規模縮小ではないが、「少数精

鋭主義」の4大に徹するといういき方も考え

られる。教員数を減らすなどの問題も残るが、

徹底した個別指導に重点を置いた大学の強み

が活かせるのではないだろうか？

少数精鋭主義を、インターンシップ（in-

ternship（14））と絡めて出口の問題である卒業後

の進路、つまり就職率のアップへとつないで

いくような試みは、規模が小さい4大には向

いている。

入学当初から、即学生の出口（進路指導）

調査を徹底して行い、科目履修の指導相談を

手厚く行うのである。こうした試みは少数精

鋭主義の大学には向いているといえよう。

また、リカレント教育（recurrent education）、

つまり一度社会に出た者の学校への再入学を

保証し、大学教育と社会教育を循環的にシス

テム化するような教育を採り入れることも大

切である。こうした大学発のマーケティング

を企業に向けて、積極的に発信しなければな

らない。

さらに、資格を必要とする職業が後を絶た

ないことから国家資格をとることを目的にし

た学科、コースの必要性がでてくる。資格試

験に強い大学ということで特化するという試

み（Ｐ．コトラーのマーケットニッチャーという

競争戦略）も重要である。

弁護士、弁理士、公認会計士、税理士、中

小企業診断士、社会保険労務士、介護福祉士、

臨床心理士、FPコースといったような国家

資格的なコースである。公務員試験などもこ

の範疇に入る。

これは文部科学省のこれからの審議待ちの

問題であるが、大学教員資格なども国家試験

によって付与するという考え方もできるだろ

う。

また、最近では国際化が進んでいることか

ら、英語などによる講義や授業などを強化す

るなど、特色のある教え方を強化するという

ことも考えられる。語学教育の徹底指導であ

る。これは各学部に共通する課題でもある。

定員割れが予想される今日、下手な合併や

現状維持よりは効果的である。学生に対する

手厚い指導・教育を重点にし特化するのであ

る。こうした試みも生き残る選択肢の1つで

あろう。再度、原点に立ち返ってニーズを模

索し直す必要がある。

カリキュラムについては、理論も大切であ

るが平行して、もう少し実践教育を導入する

ことである。

例えばケース・スタディー方式の演習であ

る「ケース・メソッド（case method）」やグル

ープワークを強化するという、いわゆる「教

え方をマーケティングする（15）」のである。

座学方式の授業はマスプロ大学には向いて

いるが、少数精鋭主義の大学ではこれが可能

になると同時に、強みにもなってくる。わが

国の大学は座学方式の授業があまりにも多す

ぎる向きがある。

1週間くらい前に課題を与えて問題解決を

させ、プレゼンテーションをさせる問題解決

型のグループワークは学生の独創力や創造性

の開発につながる。実社会に出て即戦力につ

ながるカリキュラムの構築である。

大学は単なる規模ではなく、実践教育など

の徹底による充実した中身・内容が重要なの

である。こうした充実度・満足度は、学生や

父兄、実社会に向けた大きなマーケティング

戦略の武器になる。

カリキュラムを見て、即、大学の特色や魅
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力、どのような人材を育成していこうとして

いるのかがすぐ頭に描けるようなカリキュラ

ムが望ましいだろう。カリキュラムの策定は、

大学のマーケティングにとって極めて重要な

意味を持つのである。

いかなる人間や人材を育成していこうとし

ているかという大学の思いやコンセプトが、

学生や父兄や実社会に敏感に伝わってくるよ

うなカリキュラムである。企業サイドから見

れば、即戦力につながるような実践教育を徹

底させている大学に興味・関心を抱くであろ

う。

講義も夏期に行われているオープンカレッ

ジの時だけではなく、常時授業を公開するよ

うな実社会に開かれた制度も必要であろう。

希望があれば高校や父兄や高校生に大学の授

業を聴く機会を与えるような試みも重要であ

る。

4年間の大学活動ビジョン・構想・計画、

特色があり魅力あふれる教育活動、教育方針

や理念・目標などがカリキュラムを見て納得

でき、学生や父兄が卒業後の進路を想定した

「頭に描けるようなカリキュラムを策定」す

ることが特に大切である。

教養を基礎にした質の高い専
門教育（教授陣）と教育評価実績

2007年は大学全入時代を迎える。少子化に

伴い学生数が減少しているからである。学生

数の減少は学力のレベルダウンにつながると

いえるが、だからといって教育の質を落とす

わけにはいかない。教養科目を基礎にした、

質の高い専門教育を施す必要がある。

問題は彼らに理解させ納得させるための方

法論の問題である。分かりやすい、具体的、

役に立つ、未来志向的な観点から、彼らに学

問の醍醐味を味わってもらわければならな

い。

前項で「教え方をマーケティングする」と

言ったが全入時代では教え方の創意工夫が大

切である。漫画世代で育った彼らに興味・関

心・好奇心を抱かせるには、遊び心も大切で

ある。教員自身の人間性豊かな「プレゼンテ

ーション能力」も問われてくるだろう。

パワーポイントを使った授業と肉声による

授業の使い分け、座学だけに頼らないケース

メソッドやグループワークへの採り込みな

ど、教え方を試行錯誤し彼らにとって最も受

け入れられやすい教え方を模索し、マーケテ

ィングしていく必要がある。

これらは「大学教員の教育・研究業績」を

どのように評価するかという問題とも大きく

リンクしてくる。岡山大学学長の千葉喬三氏

は、大学教員に「個人評価」を促す必要性を

力説している。筆者もこの考え方に賛成であ

る。

「大学の知的生産活動システムを真に活性

化するためには、より直接的に大学内のＰ

（計画）･Ｄ（実行）･Ｃ（点検・評価）･Ａ（改善）

サイクルを回す必要があり、そのためには教

育と研究を担う教員個人の業績評価を行う必

要がある（筆者はＰ「計画」の前にＧ「目標」

を入れたい）」と言っている。さらに、個人評

価は、①税金（岡山大学は国立大学法人）と学

生納付金の領収書、②個人評価は自己改善だ

とも言っておられる（16）。

質の高い専門教育を行っていくためには、

学長が指摘しているように「実績点検」→

「情報公開」→「自己改善」のフローは絶対

に欠かせないと筆者も考える。

授業料をもらっている教員は自己研鑽の義

務がある。しかしながら、大学内ではなかな

か同意が得られないため、教員評価を実施に

移せない大学が多いのが実態のようである。

ところが、最近になって人事院が公務員の
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給与に評価を反映させることとし、国立大学

法人にもその準用を指摘してきたため、すべ

ての国立大学法人で他律的に教員個人評価が

導入されることになったのである（17）。

ただし、個人評価の主目的は、あくまでも説

明責任と自己改善であり、待遇査定は評価結果

の利用の一部に過ぎず、これをもって教員の評

価のすべてであるとは言えないだろう（18）。

こうした考え方は、私大も共通の問題とし

て考えざるを得ず、質の高い教育を行ってい

くためには、教員自身の自己評価、自己改善

は当然のことであると考えられる。また、教

員の評価は即、大学の評価にもつながる。

大学における教員の活動は、学術的かつ独

創的、実務的であり、大学評価は市民的公共

性（第三者評価）を保持していなければなら

ない。大学教員の流動性の低さがこれを困難

にしている。教員の互換制度化も一考の余地

があるだろう。

大学は単なる知（知識＝形式知）の創成と

継承だけではなく、知（知恵＝暗黙知）の概

念を高度化し高質化していくことができるよ

うな、基礎研究（ソフトウェア）を行うべき

である。

そのためには、教員自身の自己研鑽、自己

改善、自己評価は欠かせない当然の義務なの

である。こうした改革を行っていかない限り、

質の高い崇高な教育理念は必達されない。こ

うした厳しさをもっと持つ必要があるのでは

ないだろうか？

ともすれば大学における自己点検・自己評

価が形骸化が懸念される今日、教員自身の自

己評価は大学におけるマネジメントやマーケ

ティング機能と有機的に結びついて、大学の

質を上げる相乗効果の役割を果たすものと期

待される。

さらに、大学に貢献した教員や職員、ファ

ンドレージング（fund raising＝資金調達）に必

要な資金提供者、寄付者などを表彰するとい

うような制度化も必要であろう。大学の文化

や質を上げるためには、こうしたバックアッ

プ体制の試みも重要である。

大学が地域社会に根ざし社会貢献活動をす

る限り、地元企業など大学のミッションに共

感・共鳴するステークホルダーは必ず出てく

るはずである。こうしたステークホルダーへ

の取り組みやマーケティングも極めて重要で

ある。

学生数の確保（入り口）と経
営財務基盤の強化

学生数の確保は、学生納付金の依存度が高

い私立大学にとって必須の条件になる。2007

年には全入時代と一口で言われるが、これは

均した場合のことである。

実際はブランドイメージの強い大学に、受

験者が集中する傾向があるなど依然根強いも

のがある。仮に受験に失敗しても浪人生活を

送る受験者もかなりいるはずである。こうし

たことから、逆に定員割れを起こすという現

象が既に起きている。

大学（明治学院大学）によっては、生き残

りをかけてデザイン（ロゴマーク）を変える

などして、大学のCI（UI）を明確にし、教育

理念をビジュアル・プレゼンテーションして

いる大学もある。

大学の醸し出すカラー（学風・教育理念・個

性・歴史・伝統・文化）、雰囲気（感覚・感性・

ムード）、キャンパスの景観（校舎・学食・売

店・通路・校庭・メモリアルホール・図書館・体

育館などのデザインイメージ）、色彩イメージ

などの調和に加えて、交通至便であるという

ことも重要な基盤強化につながる。

一方、明治大学では 2007年度から、地方

会場を設けて全学部共通で複数学部に出願を
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認めるという入試改革を行い、各学部定員の

1割程度をこの方法で選抜するという。近年

では関東出身者に偏りがちな受験生（6～7割）

から、「方言聞こえる大学に」戻したいと意

気込んでいる。

関西トップの私立大学である関西大学で

は、「キャリア教育」を前面に打ち出してOB、

OGに対しても就職支援をしている。就職率

100％を目指し生涯にわたって卒業生の面倒

を見るのが大学としての責務であるとの見解

を示している。

こうすることで、東京志向、国公立大学志

向が強い関西地域の防波堤にしようというね

らいがあるものと考えられる。2005年 11月

に転職や再就職相談に応じる窓口を設置し、

相談に訪れた卒業生は前年の約 4倍の 1,032

人にも及んでいるという。

現役学生に対しても、教養科目段階から職

業意識を高めるために、「キャリアデザイン

科目」を設定し全学部から毎年約 600人～

700人を送りすインターンシップなど手厚い

支援をしている。

東洋大学では、「都心回帰」志向を打ち出

し、朝霞キャンパスを文京区白山キャンパス

に戻す試みがなされている。隣接する土地を

取得し 5階建ての新校舎を建設し、5学部の

志願者数は少子化の逆風にも関わらず約1割

増加したという。

こうした試みは、ほんの一部である。早稲

田大学副総長が言っているように、「財の独

立なくして、学府の独立なし」は当たってい

る。大学は常に入口と出口の双方をクリアし

なければならないという二重の心配がある。

この2つを両立させない限り、学生は集ま

らない。偏りは許されないのである。どちら

が欠けても、財政逼迫につながる可能性があ

る。例え入口で成功しても質の高い人材をど

う育成できるかという問題と就職率の問題が

控えている。

文部科学省は財政情報を広く公開している

大学に対しては、補助金額増額措置を講じて

いるが、こうしたインセンティブがなければ

公開が進まないというのは実に残念である。

私学事業団の「学校法人活性化・再生研究会」

において、懸念される学校法人をイエローゾ

ーン（19）、レッドゾーン（20）に選別しようとい

う動きがあることも事実である。学部の改組

再編・募集停止などを盛り込んだ、再生・整

理計画の作成を指導することになっている。

大学の合併や買収、提携、都心回帰志向、

大学のイメージアップなど各種各様の試みが

今後さらに進むと思われるが、入口だけでは

なく、出口をもしっかり押さえた総合的な見

直しを迫られることだけは間違いない。

大学の学生募集能力、その裏付けとなる財

務能力、学校法人のガバナンス（governance＝

統治）能力、つまり「学校法人の経営危機管

理」そのものが問われている。

問題解決の方策は、一言で言えば、「大学

の魅力づくり」である。大学に対するステー

クホルダー満足、つまり顧客満足度（CS）を

どの程度上げられるかにかかっている。

①理想的かつ伝統的なな学風に培われたブ

ランド力、②明確な教育理念と必達目標、③

教育理念を必達する大学のミッション（UM）、

④特色ある学部・学科・カリキュラム、⑤質

の高い教育と教授陣の評価実績、⑥ゴールを

描ける進路指導と就職率、⑦大学の CI・

UI・VI・VP・VCイメージ戦略、⑧大学の

地域社会貢献活動、⑨学校経営者、大学、教

員、学生、OB＆OG、地域社会など大学を取

り巻くステークホルダーとの円滑で強力なネ

ットワークとバックアップ支援体制、⑩有力

な寄付者、スポンサーの確保、⑪広告・広報

活動の強化、⑫優秀な人材の輩出などが求め

られる。
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要は、上述した幾つかの項目の相乗効果

（synergy effect）・掛け算の発想で、大学のマ

ーケティングを行うことができるかどうかに

かかっている。つまり、「マーケティング思

考に立つ（21）」という視点を忘却しないこと

である。学校法人は非営利組織体であるから

こそ、逆にマーケティング思考が大切なので

ある。

卒業後の進路（出口）確保

大学淘汰の時代を生き抜く、魅力があり特

色を生かした強い大学は、学生が実社会に出

るためにいかなる「高付加価値（22）」を与え

るかで評価される。その実力を示す物差しが

「就職率」である。

人気企業には、やはりしっかりとした建学

の精神を持ち、伝統を活かしたブランド力の

強みを活かした質の高い教育理念・教育目標

を維持している大学が集中している。

景気が上向いてきたとはいうものの、著名

340社の就職率ランキング（週刊エコノミスト

編集部編1月16日号）を見ても、こうした傾向

が伺える。したがって、学生に対する「進路

指導」は入学した段階からサポートしていく

ような体制がどうしても必要不可欠になる。

学生が在学中に自分の未来像を描けるよう

な、ゴール（goal）を見据えた大学における

進路指導がどうしても必要である。入り口

（学生数確保）は出口（高い就職率）と直結し

ているのである。

実は出口の実績を上げるには、大学におけ

る学部・学科の「カリキュラムのあり方」と

も大きく関係している。学生が在学中にどの

ような科目を履修しているかが一つの鍵にな

ってくるからである。

進路にマッチしたカリキュラムになってい

るかどうかという問題が指摘される。学生だ

けに選択させるのではなく、進路に必要な科

目を指定（必修）したりするなどの指導がと

くに重要である。

大学の進路指導室は、入学段階から卒業後

の進路指導と合わせてどのようなコースに進

むかの実態把握をして、学生が進むべきコー

スに見合った科目を履修させるような指導体

制が大切である。これがシラバスなどにも強

く反映されていなければならない。

大学でこうした科目の取り方、履修の進め

方をしている旨を、進路先企業の人事担当者

に説明するというような試みが極めて大切な

のである。入学段階から「進路指導にあった

科目の履修方法」を学生に示すのである。

シラバスの構成なども、ただ単に科目の内

容が明示されているだけではなく、「進路コ

ースを意識させる」ような分け方になってい

ると、学生自身が入学した時点から進路を意

識するであろうし、進路指導室はシラバスを

進路指導の資料として就職活動にも活かすこ

とができる。

進路指導は、入学した時点から積極的にす

すめ学生がどのような進路を志しているかを

実態把握し、「個別指導」をすすめていかな

ければならない。これが入口後の進路指導室

のマーケティング戦略でもある。

入学後の科目履修の取り方は、学生の進路

と大きく関わってくる。学生が入学した時点

でどの「コースを選択」すべきかを相談しサ

ポートできるようなシステムになっていない

と、出口でつまづくことになる。

建学の精神、伝統に支えられた高いブラン

ド力、理想的な教育理念、卒業後の進路、質

の高い専門教育、進路にマッチしたカリキュ

ラム等々、一本の筋が通っていて相乗効果が

上がるような教育をしていなければ、就職率

は上がらない。

こうした内容がビジュアル・プレゼンテー
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ションできるような冊子やビデオ、HPなど

「大学広報のあり方」とも大きく関わってく

るのである。これが大学のマーケティングで

もある。

大学の魅力、強み、他大学とは差別化され

た履修方法など、卒業後の進路を明確に打ち

出し、進路指導や入学時の情報提供にも活用

する。結論から逆算する帰納法的なカリキュ

ラムの作成や進路指導体制の必要性がここに

ある。

こういう視点に立って、大学のマーケティ

ングをすすめなければならない。学生が入学

してから、進路を考えるのではなく入る前か

ら進路指導をはっきり打ち出していくような

教育の仕方をすることが切に望まれる。入学

案内にもこうした点を強く打ち出すのであ

る。

企業の人事担当者に言われて、学生を紹介

するのではなく、大学が進路指導を個別的に

行い育成した人材を逆にマーケティングして

いくのである。こうした大学の「主体性のあ

るマーケティング行動（23）」がとくに大切で

ある。

大学の地域社会貢献活動

最後に大学のマーケティング戦略を進めて

いく上で極めて重要なことが、大学の地域社

会貢献活動である。もう既に多くの大学で行

われている。地域社会に開かれた教育機関と

しての存在価値を高めようというものであ

る。

こうした地域社会に大学の持つノウハウを

還元し、地域社会と一体化した地域ぐるみの

連携をどう築いていくかという問題である。

大学を地域社会にリンクさせて大学のイメー

ジアップを図っていくのである。

具体的には、「産・学・官（公）」との共同

研究や地域社会に対する広報活動の強化、

HP開設、公開セミナー、生涯学習、寄付講

座、リカレント教育、シンポジューム、まち

づくり指導、インターンシップ、地域、行政

支援サービス、地元企業や行政機関からの講

師派遣、各種調査事業（学識経験者として出席）

といった地域社会貢献活動を積極的に推進し

ていくという試みである。

こうした各種各様の取り組みをしていると

いう事実を、広く「大学の広告・広報活動」

などを通じてアピールしていくことを忘れて

はならない。大学が行う教育理念や年間行事、

スケジュールなども広く公開するなどして、

地域社会に理解を促すことは極めて重要であ

る。

大学祭などはどこの大学でも行われている

が、地域色の強いカラーを打ち出すために自

治体や、縁組みをしている外国の大学、

OBOGなどと共催や支援などで行うような試

みも、ユニークで話題になるのではないだろ

うか？

大学祭も行事としてあるから実施するとい

う消極的な手段としてではなく、「大学をマ

ーケティングする」絶好のチャンスだととら

えることで、やり方が大きく変わってくる。

受験を控えた地元の高校生などが、気軽で積

極的に参加できるようなイベントや展示が望

ましい。

地域社会の出方をじっと待っているのでは

なく、大学が主体性をもって地域社会との関

わり合いを積極的に進めているという姿を見

せることが大切である。いわゆる地域社会と

大学とのネットワークづくりである。つまり、

大学が地域社会を囲い込むのである。

大学の地域社会貢献は、大学のマーケティ

ング活動そのものであり、日頃の成果を試す

「大学発マーケティング」のよい機会である。

地域社会を囲い込んで大学の持ち味を活かす
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ことで社会的評価が上がっていくのである。

こうした地道な試みは、毎年継続させるこ

とで徐々に効果が上がってくる。地域社会と

の関わり合いのチャンスを、年々増やすこと

で相乗効果が出てくるのである。こうした波

及効果は、高校や中学、教育委員会、教育行

政機関など学校関係者にも情報として伝達さ

れる。

大学は単なる学力・知識・教養・専門教育

修得の場だけではなく、徳育、体力、精神力、

忍耐力をも醸成させる近隣社会に開かれた身

近な教育機関であるということを、地域社会

に伝播させなければならない。

大学が「教育サービス業を行う専門家集団」

であるという共通認識を持ち、地域社会と価

値観を共有することで、大学の社会的使命

（mission）を発揮してもらいたいものである。

こうした地道な努力や試みを日々行い、も

っともっと実社会に開かれた教育の場を提供

することが、ひいては大学の生き残りにもつ

ながるであろう。

おわりに

本稿は非営利組織体のマーケティングを、

大学淘汰が叫ばれている大学におけるマーケ

ティング戦略にターゲットを絞って論究して

きた。大学を初めとする非営利組織体のマー

ケティングは、これからますますその重要性

が高まってくる。

非営利組織体は、いかなる業態・形態を問

わず、企業におけるマーケティング・マネジ

メントの論理を導入せざるを得ないところま

で追い込まれている。

競争原理が機能しない事業組織体は、「創

造的破壊」をすることができず、旧態依然と

して何ら斬新な事業改革をできないまま、た

だ時間だけが経過していくのである。

そうならないよう、「大学の未来像」をし

っかりグランドデザインし、ニーズ先取り先

手必勝のマーケティング戦略パターンにもっ

ていくことが求められている。

大学における社会的使命は何か、原点に立

ち返って創造的破壊をしない限り、大きな大

学淘汰の波に飲まれてしまうだろう。ここに

大学におけるマーケティング戦略の重要性が

ある。

こうした教訓を胸に再度、「大学の特色・

魅力づくり」に向けて、経営財務基盤の強化

を図り質の高い教育評価と教育実績を残すこ

とができるよう、抜本的な改革を進めて欲し

いものである。

紙数の関係で詳細に論究できなかった点も

あるが、さらなる研鑽を重ねて大学における

マーケティング戦略のあり方についての方向

性を明らかにしていきたいと思っている。本

論が大学のこうした問題解決の一助になるな

らば幸である。
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Notes
１．帰属収入差額比率とは、大学の収入（帰属収

入）から支出（消費支出）を差し引いた余剰額

が、収入に占める割合をいう。つまり、企業で

いう収益性を示す指標となる。比率がマイナス

であれば実質的に赤字であり、プラス幅が大き

いほど余裕のある経営財政基盤を保持している

といえる。

２．これについては、拙著『非営利組織のマーケ

ティング／NPOの使命・戦略・貢献・成果』白

桃書房、2003年、110頁～ 111頁を参照された

い。筆者は、この中で大学を初めとする教育機

関は、すべて「教育サービス業」という位置づ

けで提唱している。教育サービス業とは、大学

を教育サービスを売る機関として認識し、サー

ビス・マーケティング（service marketing）を行

う教育のプロ（professional）集団であるという

とらえ方をしている。

３．大学には大学のUI（University Identity）や教

育理念があり、それを必達するための大学固有

のミッション（University Mission＝UM）があ

る。大学が掲げる教育目標（goal）をいかに具

現化し必達するか、こうした社会的使命を大学

は保持していると考えられる。つまり、UIを具

現化するプロセスがUMであるといえる。

４．M & Aとは、企業におけるMerger（合併）と

Acquisition（買収）を意味し、一般的に支配権

の移動を伴う。合併には複数の企業が1つに合

体する吸収合併、と新設合併の 2種類がある。

買収には株式を取得して資本参加する株式譲

渡、新株式引き受け、株式交換と資産を買収す

る営業譲渡がある。ここではNPOである大学に

おけるM & Aを指す。

５．UIとは、文字通り大学のアイデンティティー、

つまりその大学らしさ、大学の持ち味、創立の

理念、スクールカラーなど他の大学の持ち味と

どこが異なっているかを総称する言葉である。

UIはUMによって具現化され必達される。

６．大学の名声、品格、魅力、伝統、建学の精神

などを総称して大学のブランド力と言ってみた

ものである。企業におけるコーポレートブラン

ド（Corporate Brand）やブランド商品に当たる

ものと考えられる。

７．従来のマーケティングは、有形の製品である

モノを中心にして展開されてきたが、サービス

産業の進展やサービス経済化とともに、無形の

サービスマーケティングの概念が要請されてき

たという経緯がある。サービス・マーケティン

グは、モノとは異なる特徴（無形性、不可分性、

異質性、所有権を持たない、非貯蔵性、一過性）

がある。製品はモノとサービスとの結合によっ

て構成されており両者を統合的にとらえるのが

一般的である。

大学におけるマーケティングは、正に無形の

教育サービスを提供しているサービス・マーケ

ティングの典型であると言っても過言ではな

い。無形性であるがビジュアル化、具現化して

UIのVI、VP、VC化を図ることが大切になって

きている。

８．「大学をマーケティングする」とは、大学の

持ち味であるUIやUMを目に見えるカタチにビ

ジュアル化することによって、学生や父兄、つ

まり顧客を囲い込むようなマーケティングを総

称してこう言ってみたものである。

９．学生や父兄が大学の建学の精神や教育理念、

教育目標などに興味・関心・好奇心を持ち共

感・共鳴して、この大学で学んで良かったと言

えるような教育を指して「誇り教育」と呼んで

みた。
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10．UIはUMによって必達される。UIを具現化

するためには、VI→VP→VCのフローが欠か

せない。最終的にはUIを大学内外に広く浸透

させて学生や父兄、地域社会に共感・共鳴心を

植え付け経営基盤の強化を図るために行われ

る。

11．ミッション・マーケティングとは、大学のミ

ッションを教育経営理念の下位概念に置きミッ

ションを必達するようなマーケティングを指

す。大学のミッションは、学生ミッションであ

り、地域社会ミッションにもつながるという社

会的使命のマーケティングを指す。

12．競合企業対策などで用いられるマーケティン

グ手法の1つである。競合企業を競合する大学

に置き換えれば、SWOT分析は有効活用できる。

レーダーチャートなどに置き換えても分析でき

る強みがある。

13．わが国は危機管理意識が欧米の国々に対して

遅れているといわれる。経営の危機、淘汰の危

機、倒産の危機、財政負担の危機など各種各様

の言い方があるが、正に現在は大学の経営危機

が訪れている。企業だけではなく大学における

リスク・マネジメント（risk management）、ク

ライシス・マネジメント（crisis management）

の重要性が指摘される。

14．インターンシップとは、学生が研修生として

一定期間、企業内で仕事を体験する制度を指す。

少数精鋭主義の大学ではこうした制度をリンク

させることで、大学の強みや魅力を増幅させる

ことが可能になる。

15．大学の特色を出すためには、魅力あるカリキ

ュラムと教え方をどう創意工夫しマーケティン

グしていくかである。公開授業などはオープン

カレッジの時だけではなく、常時オープンにし

ておく必要がある。

16．日本経済新聞、2007年1月15日（月）、朝刊

27面（教育面）による。

17．同上27面による。

18．同上27面による。

19．イエローゾーンの大学とは、経営上看過でき

ない兆候が見られ、経営改善に向けた何らかの

対処が必要と認められる経営財務状態を指す。

20．レッドゾーンとは、経営状況がさらに悪化し、

学生の在学中に経営破綻する恐れのある経営財

務状態を指す。

21．マーケティング思考に立つとは、大学の魅力

を伝統に培われた建学の精神、理想的な教育理

念、理念達成のためのミッション、特色ある学

部・学科・カリキュラム、進路指導コースを選

択させるような履修方法、質の高い専門教育、

教授陣の実績評価、UI・VI・VP・VCイメー

ジ戦略などを相乗効果（掛け算の発想）でとら

えて、進路指導を強化し大学のマーケティング

を強化することをいう。

22．大学は知識だけを教えるだけでは意味がない。

実社会に出て知識を知恵・知財に転化できるよ

うな豊かな実践的能力を備えているかどうかが

問われる。これが高付加価値の中身である。

大学で学ぶ能力は「受動的能力（知識＝形式

知）」であり、実社会では受動的能力を基礎に

に支えられた主体性のある「能動的能力（知

恵＝暗黙知）」が試される。この両者の相乗効

果（掛け算の発想）で企業は評価する。

23．進路指導室は企業側からの就職情報をじっと

「待つ」のではなく、こういう進路・コースに

向かってこうした科目を履修した人材がいると

いうことを、逆に企業に売り込むという「攻め」

のマーケティング行動を起こすことを指す。
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